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   指定就労継続支援Ａ型における適正な運営に向けた指定基準の見直し等 

に関する取扱い及び様式例について（通知） 

 

 平素は，本市の障害保健福祉行政の推進に御協力を賜り，厚く御礼申し上げます。 

 今般，指定就労継続支援Ａ型事業における適正な運営のため，「障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員，

設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号。以下「指定基準」という。）」

等が改正され，その取扱い等について，「指定就労継続支援Ａ型における適正な運営に向

けた指定基準の見直し等に関する取扱い及び様式例について（障障発 0330 第４号平成 29

年 3月 30 日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知。以下「厚労省

通知」という。）」が発出されました。 

 ついては，厚生労働省通知に基づく，本市の具体的な取扱いについては，下記のとおり

としますので，各事業者におかれましては，遺漏のないようお願いします。 

 

記 

 

１ 厚労省通知 1（1）指定基準第 191 条第 3項に係る取扱い（就労継続支援Ａ型計画の作

成）について  

 ⑴ 就労継続支援Ａ型計画の作成にあたっては，次の内容を含むようにしてください。 

  ・ 利用者の希望する業務内容，労働時間，賃金，一般就労の希望の有無等 

  ・ 利用者の希望する生活や課題等を踏まえた短期目標，長期目標 

  ・ 利用者の希望を実現するための具体的な支援方針・内容 

 ⑵ 就労継続支援Ａ型計画の様式は，別添様式１を使用するよう努めてください。 

   なお，別添様式１は最低限押さえておくべき内容を例示したものですので，計画作

成上の必要に応じて記入欄を広げたり，別の項目を追加することは差し支えありませ

ん。 

 



 

 

２ 厚労省通知 1（2）指定基準第 192 条に係る取扱い（経営改善計画書の作成等）に 

ついて 

平成 29 年 3 月 31 日までに指定を受けた就労継続支援Ａ型事業所について，指定基準

第 192 条第 2項の適合状況等を確認するため，本通知の到達日現在における直前の会計

年度（社会福祉法人については平成 28年度）に係る，次の書類を提出してください。 

  ① 就労支援事業別事業活動明細書 

  ② 就労支援事業製造原価明細書及び就労支援事業販管費明細書 

    （これらに代えて就労支援事業明細書を作成している場合は当該明細書） 

 

   ※１ 就労継続支援Ａ型事業（多機能型含む）に係る書類のみで可。 

   ※２ 必要に応じ，その他の書類の提出を求める場合があります。 

   ※３ 書類を確認した結果，指定基準第 192 条第 2項に違反し，「経営改善計画書」

の提出等，改善が必要な場合は，個別に通知します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

３ 厚労省通知 1（3）指定基準第 196 条の 2に係る取扱い（運営規程）について 

平成 29 年 3 月 31 日までに指定を受けた就労継続支援Ａ型事業所について，次の内容

を記載した運営規程及び重要事項説明書（様式）を提出してください。 

  ・主な生産活動の内容 

  ・利用者の労働時間，月給，日給又は時間給 

 

※ 運営規程については，変更届（第２号様式）に新旧それぞれの運営規程を添付し，

変更箇所に下線を付ける又は着色するなどして，見て分かるようにしてください。 

  運営規程の変更にあたっては，別添資料２を参考にしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提出期限） 7 月 20 日（木） 

       郵送又は持参にて必着 

（提出先）  〒604-8091  

京都市中京区寺町通御池下る下本能寺前町 500-1 

                 中信御池ビル 5階 

京都市保健福祉局保健福祉部監査指導課 

障害福祉・介護サービス担当 宗本・北垣（744-1153） 

（提出期限） 7 月 20 日（木） 

       郵送又は持参にて必着 

（提出先）  〒604-8571  

京都市中京区寺町通御池下る上本能寺前町 488 

京都市保健福祉局障害保健福祉推進室 

 企画担当 平野・石本（222-4161） 



 

 

４ 厚労省通知 2 新規指定時の取扱いについて 

  平成 29 年 4 月 1 日以降に指定を受けた就労継続支援Ａ型事業所について，指定後半年

後を目途に，実地指導を実施します。該当する事業所への通知は別途行います。 

 

 

５ 厚労省通知 3 指定就労継続支援Ａ型事業所に係る情報公表について 

就労継続支援Ａ型事業所の利用を考えている障害者やその家族等が，適切な事業所を

選択できるよう，以下の情報を事業所のホームページで公表するよう努めてください。 

   ① 貸借対照表，事業活動計算書（損益計算書，正味財産増減計算書を含む）， 

    就労支援事業事業活動計算書，就労支援事業別事業活動明細書 

   ② 主な生産活動の内容 

   ③ 平均月額賃金（工賃） 

 

 

６ その他 

  正当な理由なく，本通知の２に規定する計算書類の提出を拒否する場合は，個別の実

地指導等を予定しています。 

  また，本通知の３に規定する運営規程の作成等を行わず，また虚偽の内容を記載する

等，指定基準違反が認められる場合は，厳正に対処します。 

 

 

（添付書類） 

 ・「指定就労継続支援Ａ型における適正な運営に向けた指定基準の見直し等に関する 

取扱い及び様式例について」（障障発 0330 第４号平成 29 年 3 月 30 日付け厚生 

労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知） 

 ・別添様式１「就労継続支援Ａ型計画」 

 ・別添資料２「運営規程作成例（就労継続支援Ａ型）」 


